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Ⅰ i-Constructionの目的①
山形県県土整備部

建設企画課

■ i-Constructionとは︖

※国土交通省資料より

国土交通省 生産性革命プロジェクト
（H28〜）※年度毎に作成
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Ⅰ i-Constructionの目的②
山形県県土整備部

建設企画課

■ 国土交通省生産性革命56プロジェクト（R1.7） ※国土交通省資料より
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Ⅰ i-Constructionの目的③
山形県県土整備部

建設企画課

生産性革命プロジェクト（R1.7）「3次元データでつながるi-Constructionの推進」
※国土交通省資料より 5



Ⅰ i-Constructionの目的④
山形県県土整備部

建設企画課

■ i-Constructionの目指すべきもの
(1)生産性の向上

ICTの全面的な活用により、将来的には生産性は約２倍施工時期の平準化等による効果と
あわせ生産性を５割向上

(2)より創造的な業務への転換
ICT化による効率化等により、技能労働者等は創造的な業務や多様なニーズに対応

(3)賃⾦⽔準の向上
生産性向上や仕事量の安定等により、企業の経営環境が改善し、賃⾦⽔準向上と安定的な
仕事量確保が実現

(4)十分な休暇の取得
建設工事の効率化、施工時期の平準化等により安定した休暇取得が可能

(5)安全性の向上
重機周りの作業や高所作業の減少等により安全性向上が実現

(6)多様な人材の活用
⼥性や高齢者等の活躍できる社会の実現

(7)地方創生への貢献
地域の建設産業の生産性向上により多くの魅⼒ある建設現場を実現し地域の活⼒を取り戻す

(8)希望がもてる新たな建設現場の実現
「給与、休暇、希望」を実現する新たな建設現場 6



Ⅰ i-Constructionの目的⑤
山形県県土整備部

建設企画課

■ i-Constructionを進めるための３つ視点
(1)建設現場を最先端の工場へ
・建設現場においてもICTの本格的な導入・普及
・調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの各建設生産プロセスに３次元データ導入

(2)建設現場へ最先端のサプライチェーンマネジメント�を導入
・設計段階に施工性や品質管理を考慮した全体最適設計の考え方を導入
・施工段階の各工程を改善し、建設生産システム全体の効率化、生産性向上

(3)建設現場の２つの「キセイ」の打破と継続的な「カイゼン」
・最新技術ではない従来基準などの「規制」や年度末に工期設定するなどの「既成概念」の打破
・生産性向上のため制度面の継続的な「カイゼン」

�サプライチェーンマネジメント・・・
生産プロセス全体で情報を共有、
連携し、全体最適化を図る手法

トップランナー施策の推進
・ICTの全面的な活用（ICT施工）
・全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化）
・施工時期の平準化等
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Ⅰ i-Constructionの目的⑥
山形県県土整備部

建設企画課

※国土交通省資料より

■ トップランナー施策

➣ 県土整備部でも同様の取組を実施 8



Ⅱ 県土整備部の取組状況①
山形県県土整備部

建設企画課

■ 令和元年度 ICT活用工事等
区分 要件・規模等 発注 実施 備考

ICT
土工

発注者指定 設計⾦額︓3,000万円以上
土工量︓5,000m3以上 1 1 河川系工事︓1

施工者希望Ⅰ型 設計⾦額︓3,000万円以上
土工量︓5,000m3以上 5 3 道路系工事︓1

河川系工事︓2

施工者希望Ⅱ型 設計⾦額︓3,000万円以上
土工量︓1,000m3以上 10 2 道路系工事︓1

河川系工事︓1

契約後協議 受注者からの希望 2 2 道路系工事︓1
造成工事︓1

ICT
舗装工

施工者希望Ⅰ型 設計⾦額︓1,000万円以上
路盤工︓3,000m2以上 2 0

施工者希望Ⅱ型 設計⾦額︓1,000万円以上
路盤工︓1,000m2以上 1 0

契約後協議 受注者からの希望 0 0

ICT
地盤改良工

施工者希望Ⅱ型 工事内容等を勘案し決定 0 0
契約後協議 受注者からの希望 0 0

情報化施工 施工者希望型
3D・2D/MC・MG バックホウ
3D・2D/MC 路面切削機
3D/MC アスファルトフィニッシャ

1 1

CIM活用 施工者希望型 橋梁（鋼上部工、PC上部工） 2 1

令和元年12月末現在

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 備考
ICT土工 1（協議） 2 4 8 平成29年度から

ICT舗装工 ー ー 0 0 平成30年度から

□ ICT活用工事実施件数 令和元年12月末現在
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Ⅱ 県土整備部の取組状況②
山形県県土整備部

建設企画課

■ 令和元年度 週休２日確保モデル工事
取組項目 要件・規模等 発注 実施 備考

週休2日確保モデル 工期や工程に制約のない工事 66
0 4週6休以上4週7休未満
0 4週7休以上4週8休未満
33 4週8休以上

令和元年12月末現在

■ その他
□ デジタル工事写真における電⼦⿊板の運用（電⼦⼩⿊板）

導入︓平成29年４月１日〜
対象︓全ての工事

□ 工事情報共有システムの利用（ASP）
試⾏︓平成29年７月１日〜
対象︓全ての工事（設計⾦額2,000万円以上は原則︓平成31年４月１日〜）

□ 快適トイレの導入
導入︓平成29年７月１日〜
対象︓設計⾦額3,000万円以上の工事

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度
若手技術者評価型工事から選定 3 － －

全ての工事から選定 － 2 33

□ 週休２日確保モデル工事実施件数 令和元年12月末現在
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Ⅱ 県土整備部の取組状況③
山形県県土整備部

建設企画課

■ 全体最適（コンクリート工の規格の標準化）

□ 機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン
従来の端部フックを定着板等の定着体にすることで施工効率の向上

制定︓平成28年７月、県適用︓平成29年４⽉〜
□ 流動性を高めた現場打ちコンクリートに関するガイドライン

鉄筋量の増加に対応するため、コンクリート打設を効率化する⾼流動性コンクリートの導入
制定︓平成29年３月、県適用︓平成29年10⽉〜

□ 現場打ちコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン
従来の重ね継手や溶接継手をカプラーやスリーブ等による機械式に変えることで作業効率の向上

制定︓平成29年３月、県適用︓平成30年5⽉〜
□ コンクリート構造物における埋設型枠・プレハブ鉄筋に関するガイドライン

埋設型枠により撤去作業の不要、プレハブ鉄筋により現場作業の短縮から作業効率の向上
制定︓平成30年6月、県適用︓令和元年10⽉〜

□ コンクリート橋のプレキャスト化ガイドライン
予備設計段階からプレキャスト化を検討し、詳細設計・現場施工時の省⼒化

制定︓平成30年6月、県適用︓令和元年10⽉〜
□ プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン

プレキャスト部材における機械式継手の使用による現場の生産性向上
制定︓平成31年1月、県適用︓令和元年10⽉〜

コンクリート工の規格の標準化に関する各種ガイドラインの適用
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Ⅲ ICT活用工事について①
山形県県土整備部

建設企画課

■ 県土整備部 ICT活用工事に係る要領等（1/2）

【改定︓R1.10】ICT活用工事（土工）:H29~（ICT（土工）試⾏要領）
・施工プロセスの全段階においてICTを全面的に活用する。

①３次元起工測量 ②３次元設計データ作成 ③ICI建機による施工
④３次元出来形管理等の施工管理 ⑤３次元データの納品

【改定概要】
・関連施工として、地盤改良工、付帯構造物設置工、法面工（吹付工）、作業土工（床堀）を追加
・河床等掘削を新たに位置付け
・契約後に受注者から提案あった場合は、ICT活用工事として事後設定可能

【新規︓R1.10】ICT活用工事（作業土工（床堀））（ICT（作業土工（床堀））試⾏要領）
・ICT土工と同時施工とし、３次元出来形管理は対象外
・契約後の受注者からの提案による協議にて実施し、単独工事での発注は⾏わない。

【新規︓R1.10】ICT活用工事（付帯構造物設置工）（ICT（付帯構造物設置工）試⾏要領）
・ICT土工と同時施工とし、ICT建機による施工は対象外
・契約後の受注者からの提案による協議にて実施し、単独工事での発注は⾏わない。

【新規︓R1.10】ICT活用工事（法面工（吹付工））（ICT（法面工（吹付工））試⾏要領）
・ICT土工と同時施工とし、ICT建機による施工は対象外
・契約後の受注者からの提案による協議にて実施し、単独での発注は⾏わない。
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Ⅲ ICT活用工事について②
山形県県土整備部

建設企画課

■ 県土整備部 ICT活用工事に係る要領等（1/2）
【新規︓R1.10】ICT活用工事（地盤改良工）（ICT（地盤改良工）試⾏要領）

・施工プロセスの全段階においてICTを全面的に活用する。
①３次元起工測量 ②３次元設計データ作成 ③ICI建機による施工
④３次元出来形管理等の施工管理 ⑤３次元データの納品

・ICT土工の関連施工のほか、ICT地盤改良工を単独発注（施工者希望Ⅱ型）も可能
・対象工種

○安定処理
バックホウ混合、路床１m/層以下、構造物基礎２m/層以下、セメント系固化材

○中層混合処理
スラリー噴射機械撹拌、改良深度２mを超え13ｍ以下の地上施工

【改定︓R1.10】ICT活用工事（舗装工）︓H30〜（ICT（舗装工）試⾏要領）
・施工プロセスの全段階においてICTを全面的に活用する。

①３次元起工測量 ②３次元設計データ作成 ③ICI建機による施工
④３次元出来形管理等の施工管理 ⑤３次元データの納品

【改定概要】
・契約後に受注者から提案あった場合は、ICT活用工事として事後設定可能
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Ⅲ ICT活用工事について③
山形県県土整備部

建設企画課

■ ICT活用工事 適用イメージ
道路工事の現場で施工される全ての工種に
ICTを活用し、生産性向上を図る。
〇道路土工、舗装工・・・実施済

※R1.10〜適用拡⼤
〇法面工（吹付工）・・・ICT法面工（吹付工）
〇地盤改良工・・・ICT地盤改良工
〇排水構造物工・・・ICT付帯構造物設置工
〇石・ブロック積（張）工・・・ 同上

河川工事の現場で施工される全ての工種に
ICTを活用し、生産性向上を図る。
〇河川土工、舗装工・・・実施済

※R1.10〜適用拡⼤
〇法覆護岸工・・・ICT付帯構造物設置工
〇地盤改良工・・・ICT地盤改良工
〇排水構造物工・・・ICT付帯構造物設置工

※国土交通省資料より

※国土交通省資料より
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Ⅲ ICT活用工事について④
山形県県土整備部

建設企画課

■ 積算について
施工プロセス 現⾏積算方法 備考

① ３次元起工測量 受注者からの⾒積
② ３次元設計データ作成 受注者からの⾒積
③ ICT建設機械による施工
（ICT建設機械経費、保守点検費、システム初期費）

・標準積算基準書
・試⾏要領（積算要領）

国改定（R2.4〜）
（損料・賃料について市場の単価反映）

④ ３次元出来形管理等の施工管理 標準積算基準書（間接費に含む） 国改定（R2.4〜）
（補正係数の設定）

⑤ ３次元データの納品 標準積算基準書（間接費に含む） 国改定（R2.4〜）
（補正係数の設定）

※ 国の改定内容について、県土整備部ではR2.10から適用予定

（参考）国の改定（R2.4~）概要の説明資料

※国土交通省資料より
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Ⅲ ICT活用工事について⑤
山形県県土整備部

建設企画課

■ 発注方式について
発注法式により取扱いが異なることに

留意する。

施工者希望Ⅰ型
（ICT全面活用する場合）

✓ 総合評価で加点評価する。
✓ 工事成績評定で加点評価する。
✓ 必要経費は変更設計で計上する。

施工者希望Ⅱ型・契約後協議
（ICT全面活用する場合）

✓ 総合評価では評価対象としない。
✓ 工事成績評定で加点評価する。
✓ 必要経費は変更設計で計上する。

発注者指定型
✓ 総合評価では評価対象としない。
✓ 工事成績評定で加点評価する。
✓ 必要経費は当初設計から計上する。

施工結果による措置

実施した
施工範囲、工種の
施工プロセスで
ICT全面活用
していれば

「ICT活用工事」
として扱う。

契約違反となるため
工事成績評定にて減点する。

施工範囲、工種の一部で
ICTを活用した場合

受注者の責でICT建機に
よる施工のみ活用した場合

入札時にICT活用を
評価され落札したものは
履⾏義務違反として

工事成績評定にて減点する。

工事成績評定の減点なし。
工事成績評定で加点評価。

機械施工経費について
変更設計の対象とする。

16



Ⅲ ICT活用工事について⑥
山形県県土整備部

建設企画課

■ ICT活用工事の流れ ※国土交通省東北地方整備局「ICT活用工事の手引き」より
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Ⅲ ICT活用工事について⑦
山形県県土整備部

建設企画課

■ 実施証明書（R1.7〜）
ICTを全面活用し、工事を完成させた主任（監理）技術者に対して証明書を発⾏する。
総合評価落札方式で発注型式がICT活用工事（発注者指定型、施工者希望Ⅰ型）の

場合に、証明書の有無を技術者の評価項目として活用。
□ 発⾏の流れ

完成検査に合格し、目的物引渡しが完了した後、発注者が発⾏手続きを⾏う。
受注者側の手続きは不要。

令和元年6月30日までに完成 令和元年7月1日以降完成 計
8 3 11

□ 発⾏実績 令和元年12月末現在

□ 発⾏機関の拡⼤（R2〜）
国土交通省と県に加えて、⼈⼝10万⼈以上の都市へも拡⼤する旨の国の方針が示された。

対象︓山形市、鶴岡市、酒田市
18



Ⅲ ICT活用工事について⑧
山形県県土整備部

建設企画課

■ アンケート（R1.12実施）
ICT活用工事として発注した工事等（発注者指定型、施工者希望Ⅰ型、Ⅱ型）の

受注者に対して、ICT活用に関するアンケート調査を実施した。
➣回答状況・・・全面活用︓６社、一部活用︓４社、活用なし︓４社

□結果（主な内容）(1/2)
区分 意⾒ 備考

全面
活用

有用
意⾒

・今後業界に求められる技術であり、設計変更の対象であることも⼤きい。
・ICT建機施工の際の基地局設置やデータ入⼒等は⽐較的容易で精度も⾼い。
・熟練オペレーター不⾜の中、若手オペレーター施工が可能となることは⼤きい。
・丁張不要のため効率的で⼈材コスト削減になった。
・丁張等の⽀障物がなく、仕上がりが良くできた。
・⼈と重機の近接施工がなく、安全に施工できた。
・日々の進捗率をヒートマップで可視化されるため管理が容易。

課題
意⾒

・起工測量時の全面除草や全面除雪が難。
・３次元データ作成など事前準備に時間がかかり工程に余裕が必要。

一部
活用

有用
意⾒

・UAV測量により土取場の土量計測に使用。機材・ソフト等は揃っており特に問題はなかった。
・ソフトを導入したことから、出来形管理等の施工管理に使用。
・丁張設置と⽐較しMC施工が有効（精度、作業効率、⼈員削減）（予定）
・GNSSは従来より活用しており、土工に限っては非常に便利で楽。

課題
意⾒

・電波塔が近接しておりGNSSでデータ収集が一部で不可。

活用
なし

課題
意⾒

・活用したことがなく、検討段階。
・全面活用（起工測量〜データ納品）はハードルが⾼い。
・施工規模が小さいことや施工箇所が狭あいであることはICTに不向き。
・初期投資や維持費用が膨⼤。職員も少なく、技術習得の時間が確保できない。

19



Ⅲ ICT活用工事について⑨
山形県県土整備部

建設企画課

□結果（主な内容）(2/2)
区分 意⾒ 備考

活用促進に
向けて

施工面 ・河川工事の法線等は現場合わせが多く、細やかな対応を可能にする必要がある。
・積雪時対応の検討が必要。
・施工規模や現場⽀障物の状況に左右されるため、現場に応じた技術・対応が必要。
・現場に合わせたICT活用をすべき。
・小規模工事では無理に活用すべきではない。
・電波障害により活用ができない箇所がある。
・空中写真測量のほか前段階の測量を要するため、これを簡略化、省略できればよ
い。

・余裕期間・平
準化等を活用し、
好条件下での施
工を可能としたい。

費用面 ・リースではなく、現在⾃社が保有する機械に後付けで容易に機器取付が可能となれ
ばよい。
・リース料⾦が下がればよい。
・リース料が⾼く、不測の事態により現場ストップした際に従来建機より費用増のリスク
がある。
・工事規模は小さいが無⼈航空機出来形管理を⾏った場合、間接費で計上されて
いる費用以上となる。
・施工規模が小さいため、建設機械費が合わないため積算基準の⾒直しが必要。
・出来形測量が積算基準と合わない。
・品質管理に要する費用が間接費に含まれ別途計上されない。
・必要なハード・ソフトに係る経費の発注者補助や貸与。

・賃料等について
は改定予定

・間接費を補正
する改定予定

・国の補助制度
を活用可能

⼈材面 ・社内に専門のICT担当者等を設けないと対応困難。
・ノウハウ習得のための講習・実演等を体験できる機会を増やす必要がある。

・各種研修・講
習の情報提供

その他 ・DID区域では無⼈航空機⾶⾏許可申請が必要。許可まで作業できない。
・３次元データ作成は設計段階で作成されれば工期の短縮につながる。
・当初に最終的な施工範囲が確定していない場合や必要な資料（図面、測量成
果）が発注者から貸与されない場合がある。

・業務へのCIM
導入検討
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Ⅳ 週休２日確保モデル工事について①
山形県県土整備部

建設企画課

■ 週休２日確保モデル工事:H29.7~（山形県県土整備部週休２日確保モデル工事試⾏要領）
・工期や工程に制約の少ない工事（災害復旧工事等、早急に対応すべき工事は除く）
・施工計画書提出前に実施の有無については、受発注者で協議して決定
・現場の閉所状況により、経費の補正が可能

（参考）国の改定（R2.4~）
県土整備部では、R2.5以降に適用予定

21



Ⅳ 週休２日確保モデル工事について②
山形県県土整備部

建設企画課

■ 実施証明書（R1.7〜）
４週８休以上の現場閉所を達成し、工事を完成させた主任（監理）技術者に対して
証明書を発⾏する。
総合評価落札方式の全ての工事おいて、証明書の有無を技術者の評価項目として活用。

□ 発⾏の流れ
完成検査に合格し、目的物引渡しが完了した後、発注者が発⾏手続きを⾏う。
受注者側の手続きは不要。

令和元年6月30日までに完成 令和元年7月1日以降完成 計
7 14 21

□ 発⾏実績
令和元年12月末現在

□ 発⾏機関の拡⼤（R2〜）
国土交通省と県に加えて、⼈⼝10万⼈以上の都市へも拡⼤する旨の国の方針が示された。

対象︓山形市、鶴岡市、酒田市 22



Ⅴ CIM活用について①
山形県県土整備部

建設企画課

■ CIMの概念
計画、調査、設計段階から３次元モデルを導入することにより、その後の施工、維持管理に

おいても３次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる情報共有を容易にし、一連の
建設生産システムの効率化・⾼度化を図ることを目的としている。

※国土交通省資料より 23



Ⅴ CIM活用について②
山形県県土整備部

建設企画課

■ CIMに期待されていること
ミスや手戻りの⼤幅な減少、単純作業の軽減、工程短縮等の施工現場の安全性の向上、

事業効率及び経済効果。
副次的なものとして、よりよいインフラの整備・維持管理による国⺠生活の向上、建設業界に

従事する⼈のモチベーションアップ、充実感等の心の豊かさの向上。

※国土交通省資料より
24



Ⅴ CIM活用について③
山形県県土整備部

建設企画課

■ 国土交通省 BIM/CIM運用拡⼤に向けた全体ロードマップ（案）

※国土交通省資料より 25



Ⅴ CIM活用について④
山形県県土整備部

建設企画課

■ 県土整備部 CIM活用工事試⾏要領（H30.4~）
施工プロセスの各段階において、CIMを活用するもの。

対象工事︓橋梁上部工（鋼上部工、PC上部工）

□各段階の全てで活用
① CIMの作成・更新

➣ 受注者からの提案を基に受発注者協議により内容を決定する。
② CIMの活用

○関係者間協議や情報共有、○施工計画の検討、○安全性に関わる検討
○出来形管理等の施工計画
➣ １つ以上の項目に活用する。

③ CIMの納品
➣ 作成・更新し、活用したCIMの成果を納品する。

□発注方式
施工者希望Ⅰ型

（CIM活用する場合）
✓ 総合評価で加点評価する。
✓ 工事成績評定で加点評価する。
✓ 実施に要する経費は受注者が負担する。
✓ 施工管理・納品に要する経費は間接費に含む。

施工結果による措置

受注者の責でCIMが活用されなかった場合

入札時にCIM活用を評価され落札したものは
履⾏義務違反として工事成績評定にて

減点する。
26



Ⅵ 統⼀土曜⼀⻫現場閉所について
山形県県土整備部

建設企画課

■ 令和元年度の実施状況
働き方改革（週休２日確保）を促進する

取組として、県内の公共工事の一⻫現場閉所
を実施。

➣対象発注機関
・国土交通省
・農林水産省
・山形県
・市町村

実施結果については、とりまとめ中。

なお、この取組については、東北六県で同様に
⾏っている。

□ 実施日数の拡⼤（R2〜）
今年度は３日間で一⻫現場閉所を実施したが
来年度は取組を推進させるため、実施日数を
拡⼤する予定。

27



Ⅶ ウィークリースタンスについて
山形県県土整備部

建設企画課

■ 建設コンサルタント業務等（H31.4〜）
H31年4月から時間外労働の上限規制が適用される建設コンサルタント業務等の業務環境

改善の取組としてウィークリースタンスを導入。
□ 主な取組内容
・午後４時以降の打合せは⾏わない。
・作業内容に⾒合った作業期間を確保する。・・・重点項目
・休日明け日（月曜日など）を依頼の期限日としない・・・重点項目
・休前日（⾦曜日など）に新たな依頼をしない。
・受注者の定めるノー残業デーにかかわらず、定時間際や定時後に依頼をしない。

※ 災害時等の緊急事態対応については対象外とする場合がある。

■ 建設工事（R2〜予定）
現場環境改善の取組として、建設工事においてもウィークリースタンスを導入する予定。
□ 主な取組内容予定
・午後４時以降の打合せは⾏わない。
・作業内容に⾒合った作業期間を確保する。・・・重点項目予定
・休日明け日（月曜日など）を依頼の期限日としない・・・重点項目予定
・休前日（⾦曜日など）に新たな依頼をしない。・・・重点項目予定
・受注者の定めるノー残業デーにかかわらず、定時間際や定時後に依頼をしない。
・ワンデーレスポンスの再徹底
・受発注者間での工程の共有

※ 災害時等の緊急事態対応については対象外とする場合がある。 28



Ⅷ その他
山形県県土整備部

建設企画課

■ 土⽊工事における適切な工期設定について（R2.4〜）
建設現場における週休２日を実現するためには適切な工期確保が必要。

□主な取組内容
・国が提供する「工期設定⽀援システム」を用いて当初発注時の工期を設定
・発注時において工期設定に係る発注者の条件を特記仕様書で明示
・受発注者間における工事工程の共有のため、受注者がクリティカルパスを含む工事工程表を
施工計画書で提出する工程表とは別に作成する。

【記載例】

29



Ⅷ その他
山形県県土整備部

建設企画課

■ ICT施工の導入に関する補助制度
ICT活用にあたりソフトウェアや建機・機器導入に対して、国の補助⾦が使用可能

□サービス等生産性向上IT導入支援事業 □ものづくり、商業、サービス生産性向上促進事業
➣ ソフト系 ➣ ハード系

※ 詳しくは、国土交通省のホームページから
政策・仕事➣総合政策➣建設施工・建設機械の をクリック!!!

30


